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１ 本市の課題と視察の目的 

鳥栖市では、平成 21 年という他自治体と比較すると比較的早期の段階から市民協働のまちづくりに

関しての取組を行い、小学校区毎にまちづくり推進協議会を設立していることから長年の取組と効果

について学び、本市施策の参考とするため研修を実施した。 

 

２ 実施概要 

実施日時 視察先 佐賀県 鳥栖市 

令和元年８月 20 日（火） 

９時 59分～11時 46 分 
担当部局 鳥栖市 市民協働推進課 

視察項目 市民協働のまちづくりの取組について 

報告内容 

１ 市民協働のまちづくりの取組に関する経過について 

 

平成 21 年８月 鳥栖市まちづくり検討委員会設置 … ２ 

平成 22 年２月 地域づくりのあり方に関する提言 

平成 22 年５月 地域づくり基本構想策定 … ３ 

  平成 22 年   まちづくり推進協議会設立準備会設立 

  平成 23 年度中 ７地区でまちづくり推進協議会設立 … ４ 

  平成 27 年５月 一地区分離により新たにまちづくり推進協議会設立 

 

２ 鳥栖市まちづくり検討委員会について 

「みんなで築く市民協働のまちづくり」を推進するにあたり、市民参加のまち 

づくりを目指す地域づくりのあり方について、広く市民の意見、要望などを反映 

させた提言を行うことを目的として設置された団体。委員会を８回開催。 

 

３ 地域づくり基本構想について 

  地域づくりに関する提言を踏まえ策定されたもの。地域ごとのコミュニティ組織 

の機能・連携の強化を中心にさらなる具体的な内容を記載し、地域における市民参 

加のまちづくり、市民協働のまちづくりの方向性を示している。 

 

４ まちづくり推進協議会について 

  自治会や各種団体が連携し、地域のまちづくりについて自らが考え、地域課題の 

解決に取り組んでいく組織。小学校区を単位としている。 

 なお、事務局は旧公民館と旧老人センターの機能を引き継いで設置されたまちづ 

くり推進センターが担う。協議会の役割は以下のとおり。 

 ⑴ 地域内の住民や各種市民活動団体を結ぶネットワークを構築 

 ⑵ 地域の融和や親睦を深める事業を実施 



 ⑶ 地域内の課題を把握し、どのようなまちづくり推進活動（解決策）を実施して 

  していくかを決定 

 ⑷ 決定したまちづくり推進活動を自らが主体となって実施 

 ⑸ 地域で取組むことが効果的・効率的な業務を行政に代わってあるいは行政とと 

  もに実施 

 

５ まちづくり推進センターについて 

 ⑴ ８つの地区（小学校区毎）に設置 

 ⑵ 全部で 12 施設     まちづくり推進センター   ８施設 

                  まちづくり推進センター分館 ４施設 

 ⑶ 職員体制（嘱託職員） センター長          １名 

              分館長（分館があるセンター） １名 

              職員             ３名 

 ⑷ 主な業務       まちづくり推進センターの運営 

              まちづくり推進協議会事務局 

 

６ まちづくり推進協議会への行政の取組 

 ⑴ 財政的な支援 

 ⑵ 職員の支援 

 ⑶ 活動拠点の提供 

 ⑷ まちづくり推進協議会連絡会の開催 

 ⑸ 担い手育成講座の開催 

 

７ まちづくり推進協議会の主な取組事例 

 ⑴ 【安心安全】 安全安心マップ作成、子ども 110番の家マップ作成、防災講座、 

防災訓練、防犯パトロール、交通安全イベント等 

 ⑵ 【環境美化】 犬のフン対策（啓発活動）、クリーンアップ（ごみ拾い）等 

 ⑶ 【健康福祉】 ウォーキングイベント、グランドゴルフツアー等 

 ⑷ 【教育・子ども】 鳥栖良いとこカルタ、地元学推進事業、花いっぱい運動、 

            あいさつ声かけ運動、地域交流ものつくり体験、餅つき、 

            地域交流フェスタ等 

 ⑸ 【広報】 まち協カレンダー、ホームページの立ち上げ、まちづくり通信等 

 

考  察 

（まとめ） 

早くから市民協働のまちづくりに取組んでいて成熟感があると感じた。市民参加の

まちづくりを目指し、小学校区毎に地域住民による自治組織を設立し、地区公民館等

を中心に行政区の範囲を越えた単位で生涯学習だけでなく、様々な活動を行っている。 

行政でも財政的な支援や職員の支援、活動拠点の提供等を行い、バックアップして

いることが注目される。 

本委員会においても本市の現状などを調査し、どのような形が本市に適しているの

か検討してまいりたい。 

 


